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論壇
�

は
じ
め
に

国
民
一
人
一
人
に
番
号
を
付

し
、
そ
の
番
号
に
よ
っ
て
所
得

や
納
税
の
状
況
、
年
金
な
ど
の

社
会
保
障
に
関
す
る
個
人
情
報

を
管
理
す
る
「
行
政
手
続
に
お

け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る

た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す

る
法
律
」（
以
下
、「
共
通
番
号

制
度
」
と
す
る
。
）
の
法
案
が

衆
院
本
会
議
で
可
決
さ
れ
、
今

国
会
で
成
立
す
る
見
通
し
に
な

っ
た
（
２
０
１
３
年
５
月
９
日

現
在
）
。※
１

こ
の
「
共
通
番
号
制
度
」
の

基
本
理
念
は
、「
個
人
番
号
及

び
法
人
番
号
の
利
用
に
関
す
る

施
策
の
推
進
は
、
個
人
情
報
の

保
護
に
十
分
に
配
慮
し
つ
つ
、

社
会
保
障
、
税
、
災
害
対
策
に

関
す
る
分
野
に
お
け
る
利
用
の

促
進
を
図
る
と
と
も
に
、
他
の

行
政
分
野
及
び
行
政
分
野
以
外

の
国
民
の
利
便
性
の
向
上
に
資

す
る
分
野
に
お
け
る
利
用
の
可

能
性
を
考
慮
し
て
行
う
。
」※
２

と
し
て
い
る
。
し
か
し
、
本
当

に
個
人
情
報
が
保
護
さ
れ
、
行

政
手
続
等
に
つ
い
て
国
民
の
利

便
性
が
向
上
す
る
の
で
あ
ろ
う

か
。法

案
が
こ
の
ま
ま
成
立
す
れ

ば
、
２
０
１
５
年
中
に
個
人
番

号
が
決
定
通
知
さ
れ
、
２
０
１

６
年
１
月
か
ら
制
度
の
利
用
が

ス
タ
ー
ト
す
る
と
い
う
。

そ
こ
で
、
本
稿
に
お
い
て

「
共
通
番
号
制
度
」
の
概
要
と

し
て
導
入
の
目
的
と
趣
旨
、
そ

し
て
懸
念
さ
れ
る
問
題
点
を
確

認
し
て
い
く
。

�

共
通
番
号
制
度
の
導
入
目
的
と
趣

旨
、
利
用
範
囲

１
�
制
度
の
導
入
目
的
と
趣
旨

共
通
番
号
制
度
の
目
的
は
、

そ
の
第
１
条
に
お
い
て
規
定
さ

れ
て
い
る
が
、
要
約
す
れ
ば
、

行
政
機
関
に
お
い
て
番
号
を
利

用
す
る
こ
と
で
個
人
を
特
定
、

管
理
す
る
事
務
作
業
を
簡
素
化

し
、
便
益
を
受
け
る
側
で
あ
る

国
民
の
負
担
も
軽
く
す
る
と
と

も
に
、
利
用
す
る
個
人
情
報
を

保
護
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て

い
る
も
の
で
あ
る
。

そ
の
制
度
の
趣
旨
は
、
少
子

高
齢
化
や
格
差
拡
大
へ
の
不

安
、
負
担
や
給
付
の
公
平
性
確

保
な
ど
を
背
景
と
し
て
、
正
確

な
所
得
・
資
産
の
把
握
や
年
金

記
録
の
管
理
等
の
課
題
を
解
消

す
る
た
め
、
共
通
番
号
制
度
を

導
入
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
社

会
保
障
の
充
実
や
税
の
活
用
の

効
率
化
、
各
種
行
政
事
務
の
効

率
化
、
国
民
の
利
便
性
の
向
上

な
ど
を
図
ろ
う
と
す
る
も
の
で

あ
る
。※
３

２
�
番
号
の
利
用
範
囲

共
通
番
号
の
利
用
範
囲
は
、

そ
の
第
９
条
に
お
い
て
規
定
さ

れ
て
い
る
が
、
具
体
的
に
は
①

「
社
会
保
障
分
野
」
、
②
国
民

が
税
務
当
局
に
提
出
す
る
確
定

申
告
書
、
届
出
書
、
調
書
に
記

載
さ
れ
、
当
局
の
内
部
事
務
等

に
利
用
さ
れ
る
「
税
分
野
」
、

③
被
災
者
生
活
再
建
支
援
金
の

支
給
に
関
す
る
事
務
等
に
利
用

さ
れ
る
「
災
害
対
策
分
野
」
の

３
つ
に
大
別
さ
れ
る
。
①
の
社

会

保

障

分

野

は
、
さ

ら

に

（
�
）
年
金
の
資
格
取
得
・
確

認
、
給
付
を
受
け
る
際
に
利
用

さ
れ
る
「
年
金
分
野
」
、（
�
）

雇
用
保
険
等
の
資
格
取
得
・
確

認
、
給
付
を
受
け
る
際
に
利

用
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
の
事
務

等
に
利
用
さ
れ
る
「
労
働
分

野
」
、（
�
）
医
療
保
険
等
の
保

険
料
徴
収
等
の
医
療
保
険
者
に

お
け
る
手
続
、
福
祉
分
野
の
給

付
、
生
活
保
護
の
実
施
等
低
所

得
者
対
策
の
事
務
等
に
利
用
さ

れ
る
「
福
祉
・
医
療
・
そ
の
他

の
分
野
」
に
分
け
ら
れ
る
。※
４

�

共
通
番
号
制
度
の
有
用
性
と

問
題
点

１
�
共
通
番
号
制
度
の
有
用
性

現
状
で
は
、
共
通
番
号
制
度

の
利
用
範
囲
３
分
野
に
つ
い

て
、
ど
こ
ま
で
網
羅
さ
れ
る
の

か
不
明
で
あ
る
。
し
か
し
、
現

状
問
題
と
な
っ
て
い
る
様
々
な

課
題
が
解
決
で
き
る
可
能
性
が

あ
る
。

社
会
保
障
面
で
は
、
年
金
や

健
康
保
険
、
介
護
保
険
記
録
の

一
元
管
理
と
支
給
、
雇
用
保
険

の
支
給
事
務
等
、
健
康
情
報
や

予
防
接
種
履
歴
情
報
の
管
理
な

ど
に
有
用
で
あ
り
、
特
に
社
会

問
題
と
な
っ
て
い
る
、
生
活
保

護
の
不
正
受
給
の
防
止
に
役
立

て
ら
れ
る
。

税
制
面
で
は
、
預
金
口
座
の

作
成
、
支
払
調
書
等
の
法
定
調

書
な
ど
に
つ
い
て
共
通
番
号
の

明
記
や
提
示
を
行
い
、
企
業
や

金
融
機
関
な
ど
か
ら
の
定
期
的

な
報
告
と
併
用
す
る
こ
と
に
よ

り
、
納
税
者
か
ら
提
出
さ
れ
る

申
告
書
な
ど
の
情
報
と
取
引
相

手
方
か
ら
提
出
さ
れ
る
資
料
情

報
と
を
集
中
的
に
整
理
（
名
寄

せ
）・
マ
ッ
チ
ン
グ
（
突
合
せ
）

で
き
る
よ
う
に
な
り
、
納
税
者

の
所
得
情
報
を
よ
り
的
確
に
把

握
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
た

め
、
脱
税
や
マ
ネ
ー
ロ
ン
ダ
リ

ン
グ
の
防
止
・
是
正
や
児
童
扶

養
手
当
や
生
活
保
護
の
支
給
に

役
立
て
る
こ
と
が
で
き
る
。

災
害
対
策
面
で
は
、
災
害
時

の
本
人
確
認
や
生
活
再
建
へ
の

迅
速
か
つ
効
果
的
な
支
援
に
役

立
て
ら
れ
る
。

ま
た
、
制
度
を
支
え
る
た
め

の
情
報
シ
ス
テ
ム
の
整
備
に
掛

か
る
費
用
は
、
民
主
党
政
権
時

代
に
内
閣
官
房
が
出
し
た
試
算

に
よ
る
と
、
基
幹
と
な
る
個
人

情
報
表
示
機
能
、
情
報
提
供
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
、
情
報
保
護
監
視

シ
ス
テ
ム
な
ど
で
、
約
３
０
０

０
億
円
と
見
積
も
っ
て
お
り
、

市
町
村
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ

ス
テ
ム
の
整
備
、
ス
マ
ー
ト
フ

ォ
ン
な
ど
の
携
帯
端
末
向
け
の

サ
ー
ビ
ス
機
能
拡
張
な
ど
を
含

め
た
場
合
、
市
場
規
模
は
１
兆

円
を
超
え
る
と
み
ら
れ
、
産
業

面
と
し
て
Ｉ
Ｔ
企
業
に
は
「
共

通
番
号
制
度
特
需
」
が
訪
れ
る

と
思
わ
れ
る
。※
５

２
�
共
通
番
号
制
度
の
問
題
点

番
号
制
度
に
関
し
て
は
、

１
９
８
０
年
の
「
グ
リ
ー
ン
カ

ー
ド
制
度
」※
６

の
導
入
時
か
ら

現
在
ま
で
様
々
な
議
論
が
行
わ

れ
、
多
く
の
問
題
点
が
指
摘
さ

れ
て
き
て
い
る
。
今
回
の
「
共

通
番
号
制
度
」
に
お
い
て
も
多

く
の
問
題
が
あ
る
と
思
わ
れ

る
。
そ
の
問
題
点
を
い
く
つ
か

掲
げ
て
み
る
。

①

民
主
党
政
権
時
代
に
お

い
て
、
消
費
税
増
税
に
伴
う
逆

進
性
に
よ
る
低
所
得
者
対
策
と

し
て
所
得
を
正
確
に
把
握
し

「
給
付
付
き
税
額
控
除
」
を
行

う
た
め
に
「
共
通
番
号
制
度
」

を
活
用
し
よ
う
と
導
入
し
た
も

の
で
あ
る
。
現
与
党
の
自
民
党

と
公
明
党
は
逆
進
性
対
策
を

「
軽
減
税
率
」
で
行
う
動
き
で

あ
る
た
め
、
す
で
に
消
費
税
対

策
と
し
て
の
意
味
は
な
い
。

②

一
般
消
費
者
を
顧
客
と

し
て
い
る
小
売
事
業
者
、
サ
ー

ビ
ス
事
業
者
等
に
関
し
て
は
、

実
際
の
売
上
を
把
握
す
る
た

め
、
日
常
的
な
金
銭
の
支
払
い

に
つ
い
て
法
定
調
書
の
提
出
を

求
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
こ
と

か
ら
、
共
通
番
号
制
度
の
効
果

は
期
待
で
き
な
い
。

③

共
通
番
号
を
提
出
、
提

示
し
た
役
所
や
企
業
、
銀
行
、

医
療
機
関
な
ど
か
ら
個
人
デ
ー

タ
が
流
失
し
て
プ
ラ
イ
バ
シ
ー

が
侵
害
さ
れ
る
危
険
性
が
あ

る
。④

他
人
の
共
通
番
号
を
利

用
し
た
「
な
り
す
ま
し
」
に
よ

り
被
害
を
受
け
る
可
能
性
が
あ

る
。
実
際
、
ア
メ
リ
カ
で
は
他

人
の
番
号
を
不
正
に
入
手
し

て
、
他
人
名
義
の
ク
レ
ジ
ッ
ト

カ
ー
ド
を
作
成
し
た
り
、
預
金

口
座
か
ら
現
金
が
引
き
出
さ
れ

た
り
と
い
っ
た
犯
罪
が
生
じ
て

お
り
、
２
０
０
６
年
か
ら
の
３

年

間

で
１
１
７
０
万

人
、
約

５
０
０
億
ド
ル
（
約
５
兆
円
）

の
被
害
が
出
て
い
る
。※
７

⑤

必
要
な
と
き
に
情
報
提

供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
で

情
報
を
授
受
す
る
こ
と
が
で

き
、
利
用
に
つ
い
て
一
定
の
制

限
を
設
け
る
と
し
て
い
る
が
、

そ
れ
ら
に
つ
い
て
基
準
が
明
確

で
は
な
い
。※
８

⑥

特
定
個
人
情
報
保
護
委

員
会
の
設
置
※
９

や
罰
則
※
１０

を

設
け
る
こ
と
で
、
十
分
な
個
人

情
報
保
護
を
行
う
と
し
て
い
る

が
、
は
た
し
て
機
能
す
る
の
で

あ
ろ
う
か
。

⑦

法
施
行
後
３
年
を
目
途

と
し
て
、
個
人
番
号
の
利
用
範

囲
の
拡
大
に
つ
い
て
検
討
し
、

所
要
の
措
置
を
講
ず
る
と
し
て

お
り
、
社
会
保
障
や
税
以
外
、

民
間
等
に
広
く
利
用
さ
れ
る
可

能
性
が
あ
り
、
益
々
個
人
情
報

の
保
護
が
難
し
く
な
る
懸
念
が

あ
る
。

⑧

現
在
、
法
定
調
書
は
５７

種
類
あ
る
が
、
個
人
情
報
の
収

集
、
管
理
の
た
め
に
法
定
調
書

の
拡
充
が
図
ら
れ
た
場
合
、
国

民
の
事
務
負
担
が
却
っ
て
増
加

し
て
し
ま
う
。

有
用
性
と
問
題
点
を
比
較
し

た
場
合
、
現
状
で
は
国
や
行
政

機
関
側
の
事
務
作
業
の
簡
便
化

と
情
報
管
理
の
効
率
化
に
は
寄

与
す
る
が
、
国
民
に
と
っ
て
は

損
害
等
の
可
能
性
を
考
慮
す
れ

ば
、「
共
通
番
号
制
度
」
に
よ

っ
て
得
ら
れ
る
利
便
性
は
少
な

い
と
思
わ
れ
る
。

�

ま
と
め

今
回
の
「
共
通
番
号
制
度
」

は
、
社
会
保
障
面
を
前
面
に
出

し
て
「
社
会
保
障
・
税
番
号
制

度
」
と
し
て
い
る
が
、
実
際
の

と
こ
ろ
は
「
納
税
者
番
号
制

度
」
で
あ
る
と
考
え
る
。

個
人
的
に
は
「
共
通
番
号
制

度
」
は
、
あ
る
程
度
の
成
果
を

上
げ
る
と
思
わ
れ
る
。
し
か

し
、
そ
れ
は
納
税
者
の
権
利
と

義
務
を
明
確
化
し
た
「
納
税
者

権
利
憲
章
」
と
の
セ
ッ
ト
で
の

法
案
成
立
が
条
件
で
あ
っ
た
。

「
共
通
番
号
制
度
」
の
導
入

は
、「
納
税
環
境
整
備
」
の
一

環
と
し
て
導
入
さ
れ
る
も
の
で

あ
る
に
も
関
わ
ら
ず
、
そ
の
重

要
な
一
角
で
あ
る
「
納
税
者
権

利
憲
章
」
の
制
定
が
見
送
ら
れ

た
こ
と
は
、
両
翼
の
１
つ
が
欠

け
た
片
翼
の
状
態
で
あ
る
と
言

え
る
。

ま
た
、
法
案
の
成
立
に
当
た

っ
て
十
分
な
議
論
を
行
い
、
そ

れ
を
国
民
が
周
知
し
た
と
は
到

底
言
え
る
も
の
で
は
な
い
。
こ

の
法
律
は
「
国
の
責
務
」
と
し

て
、
そ
の
第
４
条
第
２
項
に
お

い
て
「
国
は
、
教
育
活
動
、
広

報
活
動
そ
の
他
の
活
動
を
通
じ

て
、
個
人
番
号
及
び
法
人
番
号

の
利
用
に
関
す
る
国
民
の
理
解

を
深
め
る
よ
う
努
め
る
も
の
と

す
る
。
」
と
規
定
し
て
い
る
。

そ
も
そ
も
十
分
に
議
論
を
し
、

そ
の
内
容
に
つ
い
て
国
民
に
広

く
理
解
を
得
て
い
な
い
状
態
で

法
案
が
成
立
さ
れ
よ
う
と
し
て

い
る
こ
と
か
ら
、
こ
の
規
定
は

そ
れ
を
自
ら
認
め
て
し
ま
っ
た

よ
う
な
も
の
で
あ
る
。
し
か
し

な
が
ら
、
法
案
が
成
立
す
る
見

込
み
で
あ
る
現
状
、
国
は
２
０

１
６
年
か
ら
の
制
度
ス
タ
ー
ト

ま
で
の
間
に
、
よ
り
良
い
制
度

に
す
る
た
め
の
十
分
な
議
論
を

し
、
性
善
説
に
よ
る
も
の
で
は

な
く
常
に
最
悪
の
事
態
を
想
定

し
そ
れ
に
対
応
で
き
る
法
整
備

を
行
う
努
力
が
必
要
で
あ
る
。

【
注
記
】

※
１

こ
の
「
論
壇
」
が
掲
載
さ

れ
る
「
東
京
税
理
士
界
」
�
６
７
７

発
行
時
に
は
法
案
は
成
立
し
て
い

る
と
思
わ
れ
る
。

※
２

内
閣
官
房

社
会
保
障
改

革
担
当
室
「
行
政
手
続
に
お
け
る
特

定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番

号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
」
２
０

１
３
年
３
月
１
日
国
会
提
出
要
綱

※
３

内
閣
官
房

政
府
・
与
党
社

会
保
障
改
革
検
討
本
部
「
社
会
保

障
・
税
番
号
大
綱
‐
主
権
者
た
る

国
民
の
視
点
に
立
っ
た
番
号
制
度

の
構
築
‐
」
２
０
１
１
年
６
月
３０
日

※
４

内
閣
官
房
・
前
掲
（
注
１
）

※
５

Ｓ
ａ
ｎ
ｋ
ｅ
ｉ
Ｂ
ｉ
ｚ
２
０

１
３
年
５
月
１０
日
配
信
記
事
「
「
共

通
番
号
」
特
需
狙
う
Ｉ
Ｔ
企
業

整

備
費
用
は
１
兆
円
規
模
に
」
よ
り

※
６

１
９
８
０
年
の
「
所
得
税
法

の
一
部
を
改
正
す
る
法
案
に
お
い

て
、「
グ
リ
ー
ン
カ
ー
ド
（
少
額
貯

蓄
等
利
用
者
カ
ー
ド
）
」
の
導
入
を

決
定
。
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
や
海

外
へ
の
資
金
流
出
な
ど
の
反
対
運

動
な
ど
に
よ
り
、
１
９
８
５
年
廃
止
。

※
７

朝
日
新
聞
２
０
１
３
年
５
月

１０
日
朝
刊
記
事
「
共
通
番
号
制
成

立
見
通
し
」
よ
り

※
８

第
１９
条
〜
第
２０
条

※
９

第
３６
条
〜
第
５７
条

※
１０

第
６７
条
〜
第
７７
条

【
参
考
文
献
・
資
料
】

・
石
村
耕
治
『
納
税
者
番
号
制
度

と
プ
ラ
イ
バ
シ
ー

高
度
情
報
化

社
会
に
お
け
る
納
税
者
の
権
利
』

中
央
経
済
社
１
９
９
０
年
８
月

・
森
信
茂
樹
、
河
本
敏
夫
『
マ
イ

ナ
ン
バ
ー

社
会
保
障
・
税
制
度

‐
課
題
と
展
望
』
金
融
財
政
事
情

研
究
会
２
０
１
２
年
２
月

・
渡
辺
智
之
「
納
税
者
番
号
と
税

・
社
会
保
障
の
一
体
改
革
」『
租
税

研
究
』
２
０
０
９
年
１１
月

・
東
京
財
団
政
策
研
究
部
「
納
税

者
の
立
場
か
ら
の
納
税
者
番
号
制

度
導
入
の
提
言
」
２
０
０
９
年
６
月

・
日
本
税
理
士
会
連
合
会
「
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
法
案
に
対
す
る
意
見
・

要
望
〜
行
政
機
関
と
国
民
・
納
税

者
の
信
頼
関
係
構
築
の
た
め
に

〜
」
２
０
１
２
年
１１
月
２１
日

「
共
通
番
号
制
度
」
に
関
す
る
検
討

増田和弘
【日本橋】
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